
傍砺入の昔様へ

最高裁判所広報課

行政措置要求判定取消等請求事件について

｜

~1 事案の概要

上告人は、生物学的な性別は男性であり、性同一性障害である旨の医師の診断を受

けている一般職の国家公務員であるところ、職場において、その執務室がある庁舎の

うち執務室がある階とその上下の階の女性トイレの使用を認めず、それ以外の階の女

性トイレの使用を認める旨の処遇を受けていた。

本件は、上告人が､国家公務員法86条の規定により、人事院に対し、職場の女性

トイレを自由に使用させることを含め、原則として女性職員と同等の処遇を行うこと

いずれの要求も認められない旨の判定等を内容とする行政措置の要求をしたところ、

| (本件判定）を受けたことから、被上告人である国を相手に、本件判定の取消し等を

求める事案である。
砧

〔参考〕

国家公務員法

86条職員は、俸給、給料その他あらゆる勤務条件に関し、人事院に対して、人事院若し

くは内閣総理大臣又はその職員の所轄庁の長により、適当な行政上の措置が行われることを

要求することができる。

87条前条に規定する要求のあったときは、人事院は4必要と認める調査、口頭審理その

他の事実審査を行い、一般国民及び関係者に公平なように、且つ、職員の能率を発揮し、及び

増進する見地において、事案を判定しなければならない。

」
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1 原判決及び争点〃Q，、

◇原判決（東京高裁）は、職場の女性トイレの使用に係る行政措置の要求に関する

部分を含め、本件判定は違法であるということはできないとして、その取消請求を

棄却すべきものとした。

本件判定のうち、職場の女性トイレの使用に係る行政措◇最高裁における争点は、

置の要求に関する部分が違法なものであるか否迩である。



縁聴入の昔嚴ヘ

最高裁判所広報課

地位確認等請求事件について

事案の概要

本件は、上告人を定年退職した後に、上告人と期間の定めのある労働契約（有

期労働契約）を締結して自動車教習所の教習指導員の業務に従事していた被上

告人らが、上告人と期間の定めのない労働契約（無期労働契約）を締結している

労働者との間における基本給、賞与等の相違は労働契約法(平成30年法律第フ

1号による改正前のもの。以下同じo)20条に違反するものであったと主張し

て、上告人に対し、不法行為等に基づき、上記相違に係る損害賠償等を求める事

案である。

〔参考〕

労働契約法20条

有期労働契約を締結している労働者の労働契約の内容である労働条件が、期間の

定めがあることにより同一の使用者と期間の定めのない労働契約を締結している労

働者の労働契約の内容である労働条件と相違する場合においては、当該労働条件の

相違は、労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下この条において

「職務の内容」という｡)、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考

慮して、不合理と認められるものであってはならない。

原判決及び争点

◇原判決（名古屋高裁）は、上告人と無期労働契約を締結して教習指導員の業務に

従事していた者（正職員）と上告人を定年退職した後に有期労働契約を締結した者

（嘱託職員）である被上告人らとの間の労働条件の相違のうち、①被上告人らの基

本給が被上告人らの定年退職時の基本給の額の60%を下回る部分、②被上告人ら

の嘱託職員一時金（正職員に対する賞与の支給と同時期に支給されていた一時金）

が被上告人らの定年退職時の基本給の額の60%に所定の掛け率を乗じて得た額を

下回る部分が､労働契約法20条にいう不合理と認められるものに当たるとして、

上記相違に係る損害賠償請求の一部を認容した。

◇最高裁における争点は、嘱託職員である被上告人らと正職員との間の基本給及び

賞与（嘱託職員一時金）の相違が労働契約法20条にいう不合理と認められるもの

に当たるか否かである。


